
行政区分
州境
首都

NCR マニラ首都圏

CAR-コルディリェラ地方
1 アブラ
2 アパヤオ
3 ベンゲット
4 イフガオ
5 カリンガ
6 マウンテン・プロビンス

Ⅰ－イロコス地方
7 北イロコス
8 南イロコス
9 ラ・ウニオン
10 パンガシナン

Ⅱ－カガヤン・バレー地方
11 バタネス
12 カガヤン
13 イサベラ
14 ヌエバ・ビスカヤ
15 キリノ

Ⅲ－中部ルソン地方
16 バタアン
17 ブラカン
18 ヌエバ・エシハ
19 パンパンガ
20 タルラク
21 サンバレス
22 アウロラ

Ⅳ－Ａ カラバルソン地方
23 バタンガス
24 カビテ
25 ラグナ
26 ケソン
27 リサール

Ⅳ－Ｂ ミマロパ地方
28 マリンドゥケ
29 西ミンドロ
30 東ミンドロ
31 パラワン
32 ロンブロン

Ⅴ－ビコール地方
33 アルバイ
34 北カマリネス
35 南カマリネス
36 カタンドゥアネス
37 マスバテ
38 ソルソゴン

Ⅵ－西部ビサヤ地方
39 アクラン
40 アンティケ
41 カピス
42 ギマラス
43 イロイロ
44 西ネグロス

Ⅶ－中部ビサヤ地方
45 ボホール
46 セブ
47 東ネグロス
48 シキホール

ⅩⅢ－東部ビサヤ地方
49 ビリラン
50 レイテ
51 南レイテ
52 東サマール
53 北サマール
54 サマール

Ⅸ－サンボアンガ半島
55 サンボアンガ・シブガイ
56 北サンボアンガ
57 南サンボアンガ

Ⅹ－北部ミンダナオ地方
58 ブキドノン
59 カミギン
60 西ミサミス
61 東ミサミス
62 北ラナオ

ⅩⅠ－ダバオ地方
63 北ダバオ
64 南ダバオ
65 東ダバオ
66 コンポステラ・バレー

ⅩⅡ－SOCCSKSARGEN
67 サランガニ
68 南コタバト
69 北コタバト
70 スルタン・クダラット

ⅩⅢ－カラガ地方
71 北アグサン
72 南アグサン
73 北スリガオ
74 南スリガオ

ARMMムスリム・ミンダナオ自治地域
75 スルー
76 タウイタウイ
77 南ラナオ
78 マギンダナオ
79 バシラン
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フィリピン
フィリピン共和国

面 積 万

人 口 万人（ 年中位推計）

首 都 マニラ首都圏

言 語 フィリピーノ語（通称タガログ語）

ほかに公用語として英語

宗 教 ローマ・カトリック教，ほかにフィリピン独

立教会，イスラーム教，プロテスタント

政 体 共和制

元 首 グロリア・マカパガル・アロヨ大統領

通 貨 ペソ（ 米ドル ペソ， 年平均）

会計年度 暦年に同じ



総選挙に向けた一年

川中 豪 鈴木 有理佳

概 況

グロリア・マカパガル・アロヨ大統領にとって政権就任後 年目の 年は，

政権の総決算を行うというより， 年の選挙の影が色濃く出た 年だった。諸

勢力との政治的対立回避のためのアロヨ大統領の大統領選挙不出馬宣言（ 年）

は効を奏さず，大統領の再出馬を前提とした政治グループの再編が進み， 月の

大統領の再出馬宣言， 月のフェルナンド・ポー Jr. の大統領選参戦表明によっ

てこうした動きが一気に表に吹き出した。また，若手国軍将校によるマカティ市

における反乱行動，下院による最高裁判所長官弾劾騒動など，フィリピンにおけ

る政治制度の不安定さを印象づける事件が発生したことも 年の特徴といえる

だろう。一方，懸案となっているミンダナオにおけるイスラム勢力との和平交渉

には進展が見られず，多くの課題を 年の選挙後に持ち越した形となった。

経済面では投資や輸出が伸び悩むなか，消費に支えられて経済成長が持続し，

実質GDP 成長率は ％となった。だが，失業率は依然として ％を超えたまま

で改善していない。国内産業については関税の引き上げなどで保護する傾向が目

立った。財政収支は引き続き赤字で，税制改革が遅れている。また，金融機関の

不良債権処理も遅れている。 年後半からは選挙をにらんだ政界の動きが為替

レートにも影響しはじめ，ペソは下落基調になった。だが経済全体に大きな混乱

を与えるほどでなかった。

年選挙をにらんだ政治の流れ

年のフィリピン政治の底流を一貫して流れていたのは， 年 月に実施

される総選挙に向けての思惑と準備だったといえよう。とりわけ，大統領選挙を

巡る駆け引きがその中心あった。

概 況

国 内 政 治

年のフィリピン年のフィリピン



年のフィリピン

年に制定された現行憲法は大統領の再選を禁止している。しかし，この憲

法には，大統領職が空席となりそれを継承した者がその在職期間が 年を超えな

い場合には再び大統領として選出されることを妨げない旨の条文がある。 年，

ジョセフ・エストラーダ大統領の失脚にともない副大統領から昇格する形で大統

領職に就いたアロヨ大統領は，この規定によって再出馬することが可能となって

いる。そのため， 年の政変以後初めて，現職大統領が再選される可能性があ

るなかで選挙が行われることになった。

アロヨ大統領は，さまざまな政治勢力との対立を避け，自政権の政策に対する

協力を獲得するため， 年 月に 年の大統領選挙では出馬しない と宣

言した。しかし，このアロヨ大統領の不出馬宣言を額面どおり受け取る者は少な

く， 年に入ってからもアロヨ大統領再出馬を前提とした政治の動きが生み出

されることになった。 月に上院議会で，パンフィロ・ラクソン上院議員が，ア

ロヨ大統領の夫，ホセ・ミゲール・アロヨ所有の違法な隠し銀行口座疑惑（ ホ

セ・ピダル 名義）を暴露し，政権攻撃を始めたのは，大統領選挙に立候補する同

議員がアロヨ大統領の再出馬を確信し，最大の政敵となる大統領に打撃を与える

意図に基づくものであった。



総選挙に向けた一年

そうしたなかで， 月

の国軍若手将校の反乱を

乗り切ったアロヨ大統領

が， 月のジョージ・ブ

ッシュ米大統領の訪問を

前に，前年の発言を撤回

し再出馬すると宣言した

ことは，すでに予想され

ていたといっても良かっ

た。再出馬を公にしたこ

とによって憶測を基に政

治が動くという不安定な

状況を幾分でも解消する効果はあったと考えられる。

ただ，こうした政治的動きのなか，アロヨ政権に対する支持率は 年より低

い水準を示している。 年は一時 ％を超える支持率が示されたこともあった

が， 年は前年の水準まで支持率が到達することはなく，むしろ，不支持が支

持を上回る状況も見られた（図 ）。

こうしたなか，大統領選挙に関する主要な関心は，少なくとも年の後半までは，

アロヨ大統領の再出馬宣言がいつなされるのか，という点だった。そして，ここ

を軸に，有力対抗馬であるラウル・ロコ前教育長官，パンフィロ・ラクソン上院

議員の動向が注目されてきた。しかし， 月に状況が一変する。それまで野党系

政治家たちからの出馬要請を再三受けながら消極的な態度しか示していなかった

フェルナンド・ポー Jr. が，大統領選出馬を表明したためである。

ポーは映画俳優でエストラーダ前大統領とも近い。エストラーダ前大統領と同

様，抑圧された人々の味方を演じた映画俳優としての経歴から貧困層からの支持

率が高いと見られる。現職に対する有力な野党候補が見いだせず，また，同じ野

党ながらラクソン上院議員関係者ともしっくりいっていなかったエドガルド・ア

ンガラ上院議員らが，その映画俳優としての人気という絶大な武器を持つポーを，

自陣営の政権獲得の戦略のために担ぎ出したと見てよい。ポーに関しては政治に

関わった経験がなく，また，ハイスクール中退の学歴，経済を中心とした政策の

理解度なども問題とされ，さらにはかつてのエストラーダ政権の経験から財界を

中心として懸念の声があがっているが， 年 月時点では支持率でアロヨ大統
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対する満足度推移



年のフィリピン

領を凌いでおり，アロヨ

大統領はポーを追う形と

なっている（図 ）。

ポーの出馬はアロヨ大

統領にとって大きな脅威

となっているとともに，

もう一方で，野党グルー

プの分裂を引き起こした。

すでに野党 フィリピン

民主の力 （LDP）所属の

ラクソン上院議員が大統

領選出馬を表明しており，アガピト・アキノ下院議員（LDP 幹事長）らがラクソン

上院議員支持を明らかにしていた。これに対してアンガラ上院議員（LDP 総裁）ら

のグループはラクソン支持派とのもともとあった確執や，候補者としての人気な

どの点から， LDP 所属ではないポー擁立を決め，両者の対立が深まっている。

一方，与党側も一枚岩ではない。そもそもアロヨ大統領の大統領職への就任は，

アロヨ政権誕生を目指した運動の結果ではなく，あくまでエストラーダ前大統領

の辞任要求運動によって 棚ぼた 式にもたらされたものであった。 年から

徐々にアロヨ政権から離脱するエストラーダ辞任要求運動の立役者たちが目立つ

ようになったが，アロヨ大統領を与党連合の大統領候補とすることに対する反発

も見られた。与党連合の柱の一つであったラウル・ロコ前教育長官は自ら大統領

選への出馬を表明し，同じく与党連合を支えたレナト・デ・ビリャ前官房長官や

エミリオ・オスメーニャ元セブ州知事らはアロヨ大統領ではなく，ロコ前教育長

官支持を表明した。 年の外務長官兼任を外されたテオフィスト・ギンゴナ副

大統領，上院多数派院内総務を務めていたローレン・レガルダ上院議員はアロヨ

大統領の再出馬宣言と前後して与党ラカス CMDを離脱している。レガルダ上

院議員はポーと組んで副大統領への立候補を表明した。

なお，アロヨ大統領の副大統領候補，上院議員候補選定は，ポーの人気を大き

く意識したものとなった。副大統領候補にニュースキャスターで貧困層に人気の

高いノリ・デ・カストロ上院議員を擁立し，上院議員候補に映画俳優 人をリス

トアップしている。また，ヘヘルソン・アルバレス前環境天然資源長官などラカ

ス CMDの幹部をはずし，旧エストラーダ陣営の政治家（ミリアム・ディフェン
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総選挙に向けた一年

サー・サンチャゴ前上院議員，オルランド・メルカド元国防長官）を候補として含め

るなど政党とも無関係な選択をしており， 年 月から与党，野党とも大きな

再編の時期に入った。

憲法改正問題の行方

選挙を見越した政治的な動きが活発化するなかで， 年から議論が高まって

いた憲法改正問題については，一定の動きがあったものの，日程的に選挙前に決

着をつけることができず，棚上げされた状態となった。

憲法改正の要点は，大統領制を議院内閣制に変更し，かつ，二院制を一院制に

変えること，連邦制を導入すること，外国人の所有権を制限するナショナリスト

的な経済条項を削除すること，の 点である。大統領制から議院内閣制への変更

（かつ一院制導入）は，政策の立法化を迅速化するため，行政と立法の一体化を進

める目的で主張され，また， 年のエストラーダ政権崩壊の経験から，行政の

長の柔軟な交代を目指したものと理解される。一方，連邦制の導入は，継続する

ミンダナオでのイスラーム反政府運動の解消および地方分権改革の一層の推進と

いう観点から主張されている。最後の経済条項についてはナショナリスト的な条

項が外国からの投資を阻害しているとの理解から出されているもので，ラモス政

権期以降，最高裁判所がこうした条項を根拠に一連の経済自由化改革に対し違憲

判決や執行停止命令を出した状況を解消すべきとの考えに基づいている。

憲法改正自体に関しては上院，下院，そして大統領自身も基本的には賛成の立

場であるが，最大の焦点となったのは，憲法改正手続きの方式とそのタイミング

についてである。憲法改正問題に最も熱心な下院は 年の選挙前の改正を目指

し，かつ，自らが主導的な立場をとるため，現行議会によって憲法改正を行う

Constituent Assembly 方式による改正を主張した。 年 月には憲法改正を行

うための決議が下院本会議で採択され，上院に送られている。一方，上院は，現

行議会による改正は政治家たちの既得権益の保護，あるいは拡大につながり，望

ましい改正にはならないとし，また 年選挙前の改正にも消極的であった。上

院にとっては一院制議会の導入が上院の廃止を意味するとの危惧もあったといえ

よう。上院の憲法改正委員会は 月に憲法改正に関する決議案を採択したが，そ

れは現行議会とは別に憲法改正を議論する Constitutional Convention を招集する

というものであった。その後，上院においては憲法改正の審議はストップし，下

院が Constitutional Convention 方式への理解を示すなどの動きがあったものの，



上院本会議で憲法改正に関する決議は承認されないまま 年の選挙戦に突入し

た。

若手将校によるホテル占拠事件

年のアロヨ政権を最も大きく揺さぶったのは，大統領施政方針演説の前日

に発生したフィリピン国軍の若手将校によるマカティ市でのオークウッド・ホテ

ル占拠事件だった。これはフィリピン士官学校 年， 年卒業組（大尉クラス）

が中心となり，陸軍スカウトレンジャー，海軍特殊部隊など約 人の将校・兵

士が起こした反乱であった。ヘラルド・ガンバラ陸軍大尉をリーダー，アントニ

オ・トリリャネス 世海軍大尉をスポークスマンとしたこのグループは，自らを

マグダロ・グループと名乗り，国軍の汚職，アロヨ政権のミンダナオ不安醸成陰

謀などを批判する形で行動を起こした。トリリャネス大尉によると国軍幹部は装

備購入に関して納入業者から賄賂を受け取っており，また，ミンダナオではイス

ラーム反政府勢力に武器を密売しているという。さらに，アロヨ政権は，政権維

持を強化する意図で， 年 月のダバオ国際空港爆破をはじめとして爆破テロ

を国軍の部隊を使って実行し，イスラーム反政府勢力にその責任を押しつけてミ

ンダナオで不安を醸成しているとした。加えて，前線の兵士たちの給与が適切に

支払われていないことも指摘し，兵士たちの悲惨な生活状況の改善を訴えている。

こうした国軍の状況を生み出した責任は，アロヨ大統領とともに，アンヘロ・レ

イエス国防長官，ビクター・コープス国軍情報部長にあるとして，彼らの辞任を

要求した。

しかし，今回の反乱については，国軍情報部が首謀者らの動きを事前に把握し

ており，事件発生の前にはクーデタ計画の存在を意図的にメディアに漏らすこと

で反乱将校らの動きを牽制し，また，事件の前には大統領が直接，トリリャネス

大尉をはじめ 年， 年フィリピン士官学校卒業組の将校と面会するなどし，

反乱部隊の動きをある程度封じ込めた。そして，事件がオークウッド・ホテルの

占領のみとなり，反乱部隊が期待した大衆行動も発生しなかったため，結局，ロ

イ・シマトゥ元国軍参謀総長らの説得工作によって 日のうちに反乱軍は投降，

事件は解決を見た。

事件後，アロヨ政権は，国軍改革運動のリーダーでアキノ政権期にクーデタを

繰り返したグレゴリオ・ホナサン上院議員の関与を明らかにし，また，エスト

ラーダ前大統領関係者も反乱グループを支援したと断定し，両者に対する刑事訴

年のフィリピン



追を行った。さらに，アロヨ大統領はフロレンティノ・フェリシアーノ元最高裁

判事を長とする調査委員会を組織し，事件の概要について調査を命じた。調査委

員会は調査報告書を作成したが，そこでは事件が周到に計画されたものであるこ

とを確認する一方で，反乱部隊の要求の基礎となった国軍の腐敗，兵士の置かれ

た劣悪な条件に関しては，そうした状況が存在することを認め，政権に対策を講

ずるよう勧告している。

この事件は，反乱部隊を 日のうち無血で鎮圧することができたという点でア

ロヨ政権の評価を高める効果を持ったが，一方で，国軍が抱える問題に憤る反乱

将校への国民からの共感も呼び，政権への信頼を損ねる効果もあったといえる。

しかも，アロヨ政権はこの事件以後，再び同様の事件が発生することに過敏とな

り， 年のアロヨ政権誕生時に国軍がエストラーダ前大統領支持を撤回したと

いう決定的な役割を演じたことと相まって，国軍からの支持獲得のためさらにさ

まざまな配慮をせざるを得なくなっている。なお，反乱部隊に名指しされたレイ

エス国防長官，コープス情報部長は両者とも事件後，その職を辞したが，レイエ

ス氏はテロ対策の閣僚，コープス氏は国軍の対民間関係責任者としてそれぞれ政

府，国軍内での地位を再び得ている。

最高裁長官弾劾騒動

一方，政府における三権の関係のあり方を問う事件も発生した。 憲法の危

機 と呼ばれ，大きな政治問題となった 月のヒラリオ・ダビデ Jr. 最高裁長官

に対する弾劾騒動である。

月にエストラーダ前大統領から，弾劾発議を行うことができる下院に対して，

ダビデ最高裁長官および 人の最高裁判事の弾劾告発がされた。これは， 年

月の政変において当時のアロヨ副大統領の大統領就任宣誓を行い，また，その

後エストラーダ大統領の辞任を確定した最高裁判事たちが，重大な憲法違反を犯

しており，それゆえ弾劾されるべきである，との申立であった。しかし，この告

発は 月に下院の司法委員会において却下された。

しかし，弾劾問題はそれで終了しなかった。下院司法委員会の決定直後，今度

は，ナショナリスト・ピープルズ・コーリション（NPC）所属のフェリックス・ウ

ィリアム・フエンテベリャ下院議員（エストラーダ政権末期下院議長を務めたアルヌ

ルフォ・フエンテベリャ前議員の息子）とギルベルト・テオドル下院議員（エドワル

ド・コファンコ・サンミゲール社会長の甥）が，最高裁の司法開発資金の不正使用を

総選挙に向けた一年



指摘し，その責任はダビデ最高裁長官にあるとして弾劾告発を始めた。それは，

エストラーダ前大統領が提起した告発と異なり，下院司法委員会に提起するので

はなく，弾劾告発書に下院議員らの署名を直接求めるやり方で行われ，最終的に

は弾劾裁判開始を可能にする下院議員総数の 分の を超える署名を集めること

に成功したのである。これは 年に当時のエストラーダ大統領に対する弾劾裁

判の開始と同様の手続きであった。

NPCは下院においては与党連合に加わっていたものの，ホセ・デ・ベネシア

下院議長をはじめとする下院多数派指導部が抑える間もなく署名が集まったとい

う状況だった。下院において弾劾告発書に 分の 以上の署名が集まった場合，

上院にこれが送られ，上院議員によって構成される弾劾裁判所が設置されるのが

憲法上の手続きである。こうした状況になった場合，政治的混乱を避けることは

不可能であること，そして現政権の正統性を保証する最高裁長官が弾劾されるこ

とは政権の正統性への挑戦となる可能性があることなどから，大統領府，下院指

導部などは弾劾裁判の開始を阻止することに懸命となった。

下院指導部は弾劾告発書を採択するはずであった本会議を定足数不足で成立さ

せず， 月まで休会とした。この間，署名した議員たちに個別に働きかけ署名の

撤回を求めた。また，大統領府は，司法開発資金不正使用に関する調査を行うか

わり弾劾を撤回するとの大統領府，下院，最高裁の三者協約を斡旋した。しかし，

最高裁はこうした政治的取引には乗らなかった。最終的にはダビデを支持するア

テネオ・デ・マニラ大学法学部長らから弾劾が違憲であるとの申立が最高裁に対

してなされ，それに応える形で，最高裁は弾劾告発が憲法に違反していると判断

した。現行憲法において弾劾の提起は同一役職者に対し 年当たり 回に限ると

の条文があり，これに基づいた判断となった。最高裁の判断を受け，デ・ベネシ

ア下院議長は下院における弾劾告発はその憲法上の基礎を失ったとして，本会議

において弾劾発議を却下した。

ミンダナオを巡る動き

ここ数年，ミンダナオの和平を巡る最大の焦点となっているモロ・イスラーム

解放戦線（MILF）と政府との和平交渉は，大きな進展を見せることはなかった。

それはMILF と国軍の衝突が散発したこと，ミンダナオにおいて爆破テロが相次

いだこと，などによる。 月に北コタバト州ピキットにおいて国軍とMILF 間の

大きな衝突があり， 万 人におよぶ大量の避難民が発生したこと， 月にダ

年のフィリピン



バオ国際空港で， 月には同じくダバオの港湾施設において爆破テロが発生した

ことなどは，政府とMILF との信頼関係を損なう環境を生み出した。国軍よるピ

キットのブリオック・コンプレックスと呼ばれるMILF 基地の制圧は，MILF に

とって大きな痛手となり，国軍のこの基地からの撤退が和平交渉再開の前提条件

としてMILF 側から要求されるようになった。ただ，それでも 月末にはマレー

シア政府の仲介のもと，クアラルンプールにおいて予備交渉が開始された。しか

し， 月に北サンボアンガ州で国軍とMILF の衝突が起きると，政府はMILF と

の予備交渉を中断させ，アロヨ大統領は 月 日までにテロ組織と関係を絶つよ

うMILF に要求するなど，態度を硬化させた。一方，この間，MILF 指導部に交

代があった。 MILF の創設者サラマト・ハシム議長が 月に病死し，後任にア

ル・ハジ・ムラド・エブラヒム副議長が昇格している。なお，アロヨ政権はフィ

リピンのイスラーム諸国会議機構（OIC）でのオブザーバーとしての地位獲得とイ

スラーム諸国からの和平交渉への支援を期待したが， 月にマレーシアで開催さ

れた OIC会議には参加したものの，正式なオブザーバー資格は得ることができ

なかった。こうしたなか， 年にはMILF との和平交渉は再開されなかった。

一方，東南アジアのテロ・ネットワークと言われるジュマー・イスラミヤ関連

では，政府は， 年 月のマニラ首都圏同時多発爆破テロの実行犯といわれる

ムクリス・ユノス容疑者を 月にカガヤン・デ・オロ市にて逮捕することに成功

した。しかし，もう一方で，すでに拘束していたジュマー・イスラミヤの爆破物

専門家であるインドネシア人のファトゥール・アルゴジ容疑者に脱獄されるとい

う大きな失態を演じた。アルゴジの脱獄がオーストラリアのジョン・ハワード首

相訪問中に発生し，アロヨ大統領とハワード首相の会談の主要議題がテロ対策で

あったこともあって，フィリピン政府は面子を失った形となった。その後， 月

にアメリカのジョージ・ブッシュ大統領の訪問を前にして，北コタバト州で国家

警察が逃走中のアルゴジ容疑者を発見，射殺した。

（川中）

消費に支えられて ％の成長

年のフィリピン経済は実質 GDP 成長率が ％と，ほぼ政府見込み（

％）どおりとなった。また，海外からの送金を中心とする純要素所得が大きく

経 済

総選挙に向けた一年



伸びたため，実質 GNP 成長

率は ％であった（表 参

照）。

需要面からみると， GDP

の 割近くを占める民間消費

が海外出稼ぎ労働者からの送

金もあって ％増と好調で

あった。他方，産業別では

GDP の半分近くを占める

サービス業が ％増と経済

成長に大きく貢献した。特に

サービスに占める割合が高い

商業や運輸・通信・倉庫が堅

調に伸びたこと，また金融や

不動産関連が躍進した結果で

もある（表 参照）。製造業も

経済に貢献し，食品関連が

％増と堅調だったことや，

年のフィリピン

一次金属，石油・石炭製品，化学製品，一般機械などが大きく回復したことも影

響した。

年の貿易については，財輸出額が約 億 万 で前年比 ％増，同輸

入額が約 億 万 で前年比 ％増となった。輸出については農産品が ％

増，機械・輸送部品が ％増となる一方で，全体の 割近くを占める電子製品が

％減，またアパレル製品も ％減と，主力製品が減少した。

投資も伸び悩んだ。投資を管轄する 機関を合計した認可額は， 月末時点で

約 億 と前年同期比 ％減であった。他方，中央銀行登録の海外直接投資

をみると， 年末時点で約 億 万 と前年比 ％増になった。特に金融機

関や通信関連への増加が目立っている。しかしながら，国際収支にみる実際の投

資流入額は 月末時点で約 億 万 と前年同期比 ％減であった。選挙の

前年ともあって投資家による様子見の状態が続いているのではないかと思われる。

為替相場は年後半から下落基調となり，年平均では につき と，

年よりさらに下落した。一方，為替の下落が影響するのではないかと心配された

表 過去 年間の実質成長率
（前年比，％）

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業
鉱 工 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電気・ガス・水道
サ ー ビ ス
運輸・通信・倉庫
商 業
金 融
不 動 産 な ど
民 間 サ ー ビ ス
行 政 サ ー ビ ス
国 内 総 生 産（GDP）
純 要 素 所 得
国 民 総 生 産（GNP）

（出所） National Statistical Coordination Board
（NSCB）。
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物価はほぼ安定し，インフレ率は年平均で ％と通貨当局による目標 ％

％を大きく下回った（ 主要統計 参照）。

経済は成長したものの，完全失業率は 年 月時点で ％と， 年と比

べてほとんど改善していない。そのうえ，不完全就業率（潜在的失業率）が就業者

の ％と発表されており，労働力人口の約 分の が満足な仕事についていな

いことになる。失業率が改善しないのは，経済成長によって創出される雇用の増

加が，労働力人口の増加もしくはそれ以上を十分に吸収するほど大きなものでは

ないことを意味している。

自由化へのブレーキ

年が実質上最後の年となったアロヨ政権は，まず経済政策の柱の一つに据

えていた零細・中小企業対策を強化した。商工省を中心に開始したプログラムに

は以下の四つがある。ひとつは 年 月に成立した バランガイ零細企業法

（共和国法第 号） の実施であり，零細企業に法人税の免除や最低賃金の適用

免除などの優遇措置を与えるものである。二つめは零細から中小企業への規模の

拡大を支援する Yaman プログラム ，三つめは 一村一品 万ペソ・プログ

ラム で 万 を割り当てられた地方自治体が零細・中小企業に直接融資する

もの，そして四つめは 経済成長のための中小企業統合融資 （SULONG）で，政

府系金融機関，地方の貯蓄銀行，地方自治体などを動員して中小企業への融資を

簡素化，促進するものである。それぞれ実行可能性や利便性に疑問の声もあった

が， SULONGプログラムでは 年 月末までに約 億 の融資が実行され，

恩恵を受けた企業は 万 社に及ぶと報告されている。また同プログラムでは，

年以内の短期融資には ％，中長期については ％の金利で対象企

業に貸し付けている。

年 月に就任したばかりのロムロ・ネリ経済開発長官は，このような中小

企業をはじめとした供給サイドの生産力向上を通して， 年から向こう 年間，

％の経済成長を目指すという 計画を提唱した。だが産業界は，同計画が自

由化のなかで高成長率を達成するための具体策に欠けると反発し，関税引き下げ

の凍結を強く訴えた。それに応じるように， 年は保護傾向が強まった年でも

ある。

政府は 月早々に石油化学製品の AFTA 共通効果特恵関税（AFTA CEPT）の適

用を一時的に見送り，暫定的とはいえ ％の水準に留めた（行政命令第 号）。



この措置については，当然シンガポールやタイから反発が出ている。そして最恵

国待遇関税についても，同じく 月に 品目余りの引き下げ凍結を指示し（行

政命令第 号）， 月と 月には全 品目のうち， 品目余りの関税引き上げ

を決定した（行政命令第 ， 号）。ただ，同命令では国内品と競合しない品目

について引き下げる措置もとっている。さらに個別の対応策として，セメント，

セラミック・タイル，ガラス産業にセーフガードを暫定的に発動した。その他，

注目された自動車産業については，完成車の関税を AFTA CEPT は 年から

％，最恵国待遇関税は ％に設定した。その一方で，フォード社などからの強

い働きかけもあり，完成車の輸出には 台当たり の補助金を出すことが決

定した（行政命令第 号）。

保護傾向は中国 ASEAN，インド ASEANの自由貿易圏構想に対する反応

にも現れている。具体化しつつある中国 ASEANについては早期関税引き下げ

（ear ly harvest）への参加を見送る意向を示し，インド ASEANについても参加

できないという見方を示した。このように保護傾向が強まった一年であったもの

の，貿易相手国として大きな位置を占めている日本とは経済連携協定の締結に向

けて前向きな姿勢を見せている。日本への財および労働サービスの輸出に加えて，

日本からの投資に対する期待は大きく， 年から政府間公式交渉を開始するこ

とで合意した。

年のフィリピン

表 財政統計
（単位 万ペソ，％）

歳 入 歳 出
借 入
依存度

債務残高
GDP対 GDP 比

…

…

財政収支

（注） 債務残高は中央政府による国内外の債務残高。
（出所） 表 と同じ。一部筆者推計。
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進まない税制改革

年の財政赤字が大きかったことから，政府は 年 月に財政計画を改定

し，財政均衡の達成目標年を当初予定の 年から 年へと延期した。また

年の財政赤字については，その見込額を 億 としていた。結果的に財政

赤字は 億 （対GDP 比 ％）となり，当初見込額をわずかながら下回った（表

参照）。歳出は 億 （前年比 ％増），歳入は 億 （同 ％増）で，税収

が目標額を上回ったことが赤字額の縮小につながった。それでも借入依存度は

％と歳出のほぼ 分の を占めている。

表 を見てもわかるように，フィリピンの財政は税収をいかに増加するかが大

きな課題である。 年は税制の見直しをめぐって政府と業界，議会の間で議論

が繰り広げられた。たとえば，財務省は 月早々に医者や弁護士，芸能関係者，

スポーツ選手，そして金融機関などが提供するサービスへ付加価値税を導入する

規則を出し，続いて自動車税の導入，そして 月には酒・タバコ税の引き上げ改

定などを打ち出した。だが業界からの反対は非常に大きく，裁判所に訴え出たタ

バコ企業の例もある。他方，税法改正を伴うものは議会の審議を経なければなら

ないと議員らが主張したために，自動車税の導入は自動車税改定法（共和国法第

号）が 月に成立するまで事実上棚上げとなった。付加価値税についても最

終的には議会に委ねられ，医者や弁護士は免除，そして金融機関については変更

前の総所得税に戻す法案が承認された。酒・タバコ税については議会で法律が成

立するまで暫定的に導入される形になっている。財務省が新税制規則を策定する

根拠は過去に制定された税改革法や付加価値税拡大法にあるが，それと並行して

議会でも同一案件をめぐる税法改正案が審議されているため，市場に混乱が生じ

ている。

こうしたなか， 年に税収が好転した背景には，内国歳入局が 年 月に

開始した自主査定・軽減プログラム（Voluntary Assessment and Abatement Program）

を 年 月末まで延長したこと，そして 年 月から税制遵守確認運動

（Tax Compliance Ver ification Dr ive）を全国的に展開したことがあげられよう。前者

は修正申告にともなう罰金を軽減するもの，後者は事業所が内国歳入局に正式登

録しているか，また税法ならびに歳入規則を守っているかなどを確認し，違反が

あれば追徴するというものである。行政主導で抜本的な税制改革を進めることが

難しい以上，短期的にはこうした運動に頼らざるをえないというのが現実である。

しかしながら， 月には内国歳入局脱税対策課長が射殺されるという痛ましい事
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件も起きている。いずれにせよ，税収を増やすためには税制度の根底にある構造

問題を解決する必要があるといえよう。

他方，赤字分の資金調達については，財務省財務局が個人向け国債や割引債，

ペソ建てドル・リンク債，ユーロ債といった様々な債券を国内外で相次いで発行

した。だが，その間にも国際的な格付け会社スタンダード プアーズ（S P）と

フィッチ（Fitch）はそれぞれ 月と 月に外貨建て長期債の信用格付けを BB か

ら BBに引き下げ，ムーディーズ（Moody s）も 年 月に Ba から Ba に引き下

げている。背景には 年の大統領選挙に向けた政治情勢の不安定性と財政問題

が指摘されている。

為替が下落，進まぬ不良債権の処理

年はフィリピン中央銀行がインフレ・ターゲティングを採用して 年目で

ある。金融政策は，国際および国内情勢に影響されやすく，物価にもひびく為替

相場をにらみながらの舵取りとなった。 月にイラク戦争が開始されると，中銀

は投機筋によるペソ売りを警戒して金融を引き締めた。スポット市場における取

対 ド ル・
ペソレート

日物財務省
証 券 の 利 率

銀 行 に よ る
平均貸出金利

インフレ率

月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月

年平均
…

表 為替，金利，インフレ率の月別推移
（単位 ペソ，％）

（注） 月平均。 年 月は 日物財務省証券の入札が実施されていない。
（出所） Bangko Sentral ng Pilipinas（BSP）.



引上限額を引き下げるなど外貨取引規制を強化し，商業銀行の預金準備率を ％

引き上げて ％にしたうえ，翌日物金利の段階制度も停止した。情勢が多少安定

してくると，中銀は 月にその段階制度を復活，続いて 月にはアメリカの金利

引き下げに追随して翌日物金利を ％引き下げて ％とし，実質的に緩和し

た。だが， 月末にオークウッド・ホテル占拠事件が発生， 月にはアロヨ大統

領の夫による違法な隠し口座疑惑が浮上，さらには控訴裁判所が 年に流動性

危機におちいったアーバン・バンクの閉鎖をめぐって訴えられていたラファエ

ル・ブエナベントゥーラ中央銀行総裁や幹部に職務の一時停止命令を言いわたす

など，政権への信頼が揺らぎつつあった 月末には再び引き締め，中銀は翌日物

金利の水準を維持しながらも段階制度を廃止した。

このような金融政策のもと， 年の為替レート，金利，インフレ率の動きは

表 のようになっている。為替レートは大統領選挙をにらんだ政界の動きが顕在

化してきた 年後半頃から少しずつ下落し，ポーが大統領選出馬を表明した

月末にはほぼ 年ぶりに史上最安値を更新して 当たり にまでなった。

金利については，指標とされる 日物財務省証券金利が引き締め政策の効果で

％になった時があったものの，年平均は ％程度である。銀行の貸し出し金利

もほぼ ％台で推移した。

商業銀行全体の融資残高は前年比 ％増となり，サービス業向けの融資が伸

びたようである。他方，商業銀行全体の不良債権比率は定義が変更されたことも

影響して ％と，一時 ％台になっていた 年よりも低下した。だが，こ

のうち不良債権比率が ％を超えると思われる商業銀行が 行ほどある。この問

題については， 年末に成立した特定目的会社（SPV）法（共和国法第 号）によ

ってどこまで処理が進むかに注目が集まった。地場銀行が抱える不良債権の買い

取りについては，主に外国金融機関が興味を示し，実際に交渉も進めたようであ

る。しかしながら，最終的には資産の評価で双方の折り合いがつかず，一括売却

による処理は行われていない。ただ，銀行の中には個別に競売を進めているとこ

ろもある。たとえば不良債権比率が ％と最も高いフィリピン・ナショナル銀行

（PNB）は， 月から 回，不動産を中心に競売を実施し，およそ 億 万 を

回収したという。全体の不良資産額 億 のうちのわずかにすぎないが，この

ような資産売却にも SPV 法による税優遇が適用される場合がある。また，銀行

の中には不良債権の処理に伴う損失や他のリスクに備えて， 年に引き続き劣

後債を国内外で発行し，資本増強をはかるところもあった。金融当局もそれを奨

総選挙に向けた一年



励している。他方，サンディガンバヤンの判決で政府の所有権が確定したユナイ

テッド・ココナツ・プランターズ銀行（UCPB）は，不良債権比率が約 ％と高く，

預金保険機構から 億 の金融支援を受けることになった。

最後に，マネー・ロンダリング（資金洗浄）の国際的な監視機関である金融活動

作業部会（FATF）によって不備が指摘され，懸案となっていた 年資金洗浄取

締法の改正は， 月に一度作成された改正法案にさらに修正を加える形で，期限

直前の 月 日に改正資金洗浄取締法（共和国法第 号）が成立した。これで他

国による制裁は免れたものの， FATF はさらに監視が必要だとしてミャンマー

やインドネシアとならんでフィリピンを非協力国に指定している。こうしたなか，

中央銀行や証券取引委員会などで構成される資金洗浄取締委員会（AMLC）は，

あまりの国内銀行口座を資金洗浄の疑いがあるとして一時凍結するなど，監

視を強めている。 AMLCが検察庁をとおして各地の地裁に提訴した没収対象案

件も 件ほどあり，総額約 億 になるという。

公益事業をめぐる動き

年も前年に引き続き電力，水道，公共施設，通信などの公益事業で出来事

があいついだ。このうち電力や水道，公共施設の建設などでは，事業を担う企業

と規制・監督機関との間で一度は合意された決定事項および契約が司法の判断に

よって無効になるなど，該当企業をはじめ投資家の混乱を招いている。また，公

益性の高い事業なだけに，市民生活への影響も徐々に懸念されるようになった。

ここではそのうち主なものを簡単にとりあげる。

まず，電力料金の過剰徴収が問題となっていたマニラ電力会社（以下， Meral

co）に対して，最高裁は 月に消費者への払い戻しを命令する最終判決を下した。

これに伴い，Meralco は 月より一般家庭を中心とする小口需要者から段階的に

払い戻しを開始した。その総額は約 億 にのぼると推定されている。ただ，

この払い戻しがMeralco にとって負担となっているのも事実である。債権銀行と

数回にわたって債務返済の繰り延べを実施しつつも，なおキャッシュフローの問

題から大口需要者への払い戻しは大幅に遅れている。こうした状況を打開しよう

としてか，Meralco 側は突如， 年以降の法人税は払いすぎだったとして政府

に 億 の払い戻しを請求しはじめた。さらに，電力料金のさらなる値上げをも

エネルギー規制委員会（ERC）に申請している。

電力料金についてはMeralco のような一企業だけの問題ではなく，電力産業の
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構造自体が影響している。フィリピンの場合，発・送電は基本的に国家電力公社

（NPC）が担っているが，発電の場合は民間の独立系発電事業体（IPP）も参加して

いる。他方，配電はMeralco のような民間企業および協同組合などが運営してい

る。したがってそれぞれの分野で十分な収益率を確保したい電力企業と，電力料

金の値上げに強く反対する消費者との間で，規制当局である ERCは板挟みにな

らざるをえない状況である。その ERCは， 月に発電費用と為替調整の回収方

法に関する指針を決定した。だが，依然として料金体系が一部不明確であるうえ，

エネルギー省や国家経済開発庁などの行政機関からは発電費用を十分に回収でき

る料金体系になっているのかという疑問が提起されている。なお，電力産業は現

在民営化を進めている最中であるが，国家電力公社（NPC）から分離した送電公社

（Transco）の入札が 回とも不成立に終わるなど，進捗状況は芳しくない。また，

ビサヤ地方とミンダナオ地方では近いうちに電力不足が発生する可能性が指摘さ

れている。

次に，首都圏西部地区の上下水道事業受託権の返上と過去 年間の投資額約

億 の返還をマニラ上下水道機構（MWSS）に申し出ていたマイニラッド水道会社

（以下，Maynilad WSI）に対して，国際仲裁裁判所は 月にサービスを継続するよ

う指示した。だがその後もMaynilad WSI が受託契約の際に納めた 億 万

の契約履行保証金をめぐり，それを引き出したいMWSS と争いが続いた。そも

そもMaynilad WSI が撤退を主張する背景には，採算が取れずに経営が悪化して

いることがある。同社はすでに自力再建をあきらめており，この件に対してケソ

ン地裁は 月，同社の債務返済猶予を認めるとともに，再建のための管財人を指

名，また，MWSS に保証金を引き出さないよう判決を下した。ところが， 月

になって最高裁が地裁の判決に仮差し止め命令を出し，膠着状態が続いている。

ちなみに，Maynilad WSI は Meralco と同じロペス・グループの企業である。同

グループでは，やはり経営が悪化したバヤン通信会社（BayanTel）に対しても 月

に管財人が指名されたばかりで，グループ全体として経営の危機を迎えている。

開港を目前にしながら，契約の有効性が問題となっていたフィリピン国際空港

株式会社（PIATCo）については， 月に最高裁が契約は無効であるという判決を

下した。 PIATCoはドイツのフランクフルト空港公団（Frapor t）やフィリピン現地

企業などを中心にした企業連合で，ニノイ・アキノ国際空港第 ターミナル

（NAIA ）の建設と運営を受託していた。 Frapor t は今までに投資した約 億

万 の返還を求めて，世界銀行の国際投資紛争解決センターに仲裁を申請し
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たが，解決の目処はまだたっていない。そして本来ならば 年 月に開港する

はずであった空港も閉鎖されたままである。

PIATCo の契約無効判決が出された数日後，最高裁はマニラ湾埋立地の開発を

めぐる公有地管理機構（PEA）とアマリ湾岸開発会社の合弁協定についても無効と

いう最終判決を下した。司法の判断により，立て続けに行政機関と民間企業の間

で交わされた契約が無効になったことになる。

最後に，通信分野では接続料金をめぐってフィリピンとアメリカ双方の通信企

業の間で応酬が続いた。 月にフィリピンの通信企業が接続料金を値上げし，それ

に応じないアメリカ企業からの接続を拒んでいるとして AT T と WorldCom.

Inc. がアメリカ連邦通信委員会（FCC）に訴えていた。その結果， FCC国際局は

月 日，フィリピン企業の対応は非競争的だと批判し，アメリカ国内の通信企業

に対してフィリピンの通信企業 社が接続を回復するまで接続料を支払わないよ

う，支払い停止命令を出した。これに反発してフィリピン国家通信委員会（NTC）

も 月 日，国内の通信企業に対して接続料を支払わないアメリカ企業とは接続

しないよう指示を出した。この問題の解決は基本的に企業間の個別交渉に委ねら

れ， NTCは国内企業に早期の合意と接続復活の指示を出している。また， FCC

も解決の目処が立った企業にたいしては支払い停止命令を解除している。このよ

うに，年末に事態は終息に向かうかと思われたが，翌 年 月，ハワイで行わ

れた太平洋通信会議に参加していたフィリピンの通信企業の幹部らが，突然，ア

メリカ司法省により独占禁止法違反の疑いで査問されることが決まった。

（鈴木）

テロ対策とイラク戦争を巡り対米関係強化

年の対外関係の柱は，テロ対策とイラク戦争を軸としたアメリカとの関係

であった。

月に行われたアメリカ率いる連合軍のイラク攻撃に際しては，アロヨ大統領

は即座にこの行動に対して全面的な支持を表明した。国内のテロ問題，とくにア

ブサヤフ対策に関連してアメリカからの軍事的・経済的支援を受け， 年のア

メリカ同時多発テロ以後，アメリカとの関係が強化されてきており，その延長線

上にイラク攻撃支持が位置づけられていると考えてよい。ただ，フィリピンにと

対 外 関 係
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って問題とされたのは，中東に約 万人滞在しているフィリピン人労働者の安全

確保であり，政府はロイ・シマトゥ元国軍参謀総長を中東問題担当大使に任命し，

連合軍のイラク攻撃に際して安全確保の対策を講じるよう命令した。なお，イラ

ク攻撃が一段落してからは，平和維持活動と復興支援のため国軍，国家警察，医

師・看護婦，ソーシャルワーカーなどが 月から カ月の予定（その後， 年に延

期）でイラクに派遣され，その数は約 人程度となっている。当初は約 人規

模の支援部隊の派遣を計画していたが，財政上の制約によりその数が減らされた。

イラク攻撃以後のアメリカとの関係を見ると， 月にアロヨ大統領は国賓とし

てアメリカに招かれブッシュ大統領と会談し， 月にはバンコクで開催された

APEC会議に合わせてブッシュ大統領がアジア諸国歴訪のなかでフィリピンに立

ち寄った。こうした相互の訪問を通じ，アロヨ政権はアメリカとの関係強化を図

ろうと熱心である。 月の会談の際，ブッシュ大統領がフィリピンは主要な同盟

国であると発言し，大統領府はこれをアメリカによるフィリピンに対する高い評

価を表すものとした。なお，アメリカとの関係強化につながるこうした相互訪問

の直前には対テロに対する強い姿勢をアロヨ大統領が示しているのが目につく。

月のアメリカ訪問の前にはMILF に対し，テロ集団と関係を断絶するよう期限

を区切って迫り， 月のブッシュ大統領の訪問に合わせるかのように脱走してい

たアルゴジ容疑者が国家警察によって射殺されている。

なお，アメリカとの合同軍事演習は実施要項作成を巡って延期されたものもあ

ったが，中部ルソンを中心としていくつか実施されている。

近隣諸国，国際社会との関係

近隣諸国との関係では，とくに大きな展開は見られない。マレーシアとは

MILF との和平交渉の仲介に関連し，協力関係が進んでいるように見られる。ス

プラトリー諸島の領有権問題については中国の呉邦国全人代常務委員長が 月の

マニラ訪問中にフィリピンと中国によるスプラトリー諸島海域での合同石油探査

事業を提案したことで，対立緩和の兆しが見えてきている。

一方，国際社会との関わりでいえば， 月に国連の安保理非常任理事国に選出

されたことが特記されよう。フィリピンにとっては 年， 年， 年に続いて

回目の非常任理事国就任となった。

（川中）
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年の課題

年は， 月の選挙が最大の焦点である。大統領，副大統領，上院の半数，

下院全議席，地方政府首長，地方議会議員が一斉に選ばれる大規模な選挙に向け

て，年前半はさまざまな駆け引きが行われ，選挙運動にのみ労力がつぎ込まれる

ことになろう。年後半は選挙結果を受けて，新しい政権がその政治的土台を固め

ていく作業が行われると思われる。アロヨ大統領が再選されれば，選挙によらな

い大統領就任という政治的な弱さを克服することになり，より強いリーダーシッ

プを発揮する環境が整う。また，政権を支える面々に変化があると予想されるも

のの，政策自体には継続性が保たれるだろう。一方，他の候補が当選した場合に

は，政権基盤確立に時間がかかる可能性も否定できない。また，大枠で政策の枠

組みは変わらないと見られるが，個別の利益関係に変更が生じる可能性が高く，

それが何らかの軋轢を生み出す可能性もあるだろう。

経済面では，財政赤字および対外債務の問題，産業の競争力強化，インフラ整

備，貧困対策など，新政権がとり組むべき課題は例年どおり変わりがない。ただ，

政権によっては政策の強調点や実施手段などが違ってくることが予想されよう。

目前の課題としては，徴税制度の改善が必要である。新政権がさまざまな政策を

打ち出したとしても，実施するための資金が足りなければリップサービスで終わ

りかねない。だが課題の多くは構造的な問題を抱えている。新政権と民間が協調

し，かつ真剣にとり組む必要がある。まずはそのための信頼醸成が最大の課題で

あるともいえるだろう。

（川中 地域研究センター）

（鈴木 地域研究センター）
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と発表。国外退去処分に。

北コタバト州ピキットで国軍とモロ・イ

スラーム解放戦線（MILF）の大規模な戦闘。

日には国軍がMILF 基地を制圧。 万

人の避難民発生。

日 年海外不在者投票法（RA ）

にアロヨ大統領署名。

日 マレーシア政府，フィリピン政府と

MILF の仲介役を引き受ける。

日 政府の政策にアメリカの開発援助庁

に支援された AGILE というコンサルタント

が影響力を行使していると上院で批判。

日 アメリカ特殊部隊がフィリピン軍訓

練のためにサンボアンガに到着。

ビクトリノ・ヒンコ中将に代わりエルネ

スト・デ・レオン少将が海軍司令官に任命。

日 クアラルンプールで開催された非同

盟諸国会議にアロヨ大統領出席（ 日）。

日 リカルド・タンがフィリピン預金保

険機構理事長に就任。

月 日 ダバオ国際空港で爆破テロ。 人

が死亡。

フィリピン国際空港会社（Piatco），ニノ

イ・アキノ国際空港第 ターミナル（NAIA ）

をめぐって比政府を国際仲裁裁判所に提訴。

日 下院選挙法廷，アメリカで逮捕され

ているマーク・ヒメネス下院議員（マニラ選

出）の議席剥奪。

上院， 年度予算を最終読会で可決。

日 資金洗浄防止法（RA ）にアロヨ

大統領署名。

日 議会両院協議会， 年度予算で合

意。 日に上下両院で承認。

日 国家安全保障会議開催。アメリカの

イラク攻撃を全面的に支持。

日 下院，憲法改正をConstituent Assem

月

重要日誌重要日誌 フィリピン 年フィリピン 年

月 日 ヘルナンド・ペレス司法長官，辞

任。後任にシメオン・ダトゥマノン公共事業

道路長官（ 月 日）。公共事業道路長官には

バヤニ・フェルナンド・マニラ首都圏開発庁

（MMDA）議長が代行として兼任（ 月 日）。

日 イグナシオ・ブニェ報道長官が大統

領スポークスマンに。報道長官にはヘルナ

ニ・ブラガンザ農地改革長官（ 月 日）。農

地改革長官にはロベルト・パグダガナン元ブ

ラカン州知事。

日 ヌル・ミスアリ前ムスリム・ミンダ

ナオ自治地域知事，罪状認否で無罪を主張。

日 政府調達改革法（RA ）にアロヨ

大統領署名。

日 上院公聴会で政府と IMPSA 社の契

約へのペレス前司法長官介入が指摘される。

日 人の下院議員が憲法改正に賛意

を表する。

日 元新人民軍司令官ロムロ・キンタ

ナールが新人民軍により暗殺される。

選挙委員会， 年総選挙の集計作業自

動化を決定。

日 ブルネイのボルキア国王訪問（

日）。

日 中部ルソンで比米合同軍事演習。

月 日 アロヨ大統領，クウェート訪問

（ 日）。

日 ルツビミンダ・タンカンコ選挙委員

会委員に対する弾劾訴追が下院委員会で却下。

日 ホセ・コファンコ元下院議員，食料

雇用問題担当大統領顧問に任命。ヘヘルソ

ン・アルバレス前天然資源環境長官，海外フ

ィリピン人コミュニティ担当大統領顧問に任

命。

ブラス・オプレ外務長官，在マニラ・イ

ラク大使館員がアブサヤフ関連のテロに関与

月

月



bly 方式で改正することを決議（HCR ）。

汚職取締の一環として公務員の生活様式

調査を開始する覚書が作成される。

日 クアラルンプールでフィリピン政府

とMILF の予備交渉再開。

在マニラ・イラク大使館員 人がスパイ

容疑で国外退去。

月 日 最高裁，ケソン地裁に対しパンフ

ィロ・ラクソン上院議員の強盗団虐殺事件関

与に関し再審を命令。ラクソン上院議員の異

議申立， 月 日に却下。

日 ダバオ市の港湾施設で爆破テロ。

人死亡。

日 ディオニシオ・サンチャゴ大将に代

わりナルシソ・アバヤ中将が国軍参謀総長に

就任。

日 最高裁，マニラ電力会社（Meralco）

に 年から過剰徴収していた電力料金を消

費者へ払い戻すよう最終判決。 月から払い

戻しを開始へ。

日 フィリピン国内で SARS患者の死亡

例発生。 月 日，世界保健機関は国内感染

が確認されたとしてフィリピンを感染地域に。

同月 日に解除。

日 大統領国際競争顧問（イラク復興タ

スクフォース代表）にロベルト・ロムロ元外

務長官が任命される。

日 年度予算を定める一般歳出法

（RA ）にアロヨ大統領署名。

日 ヘルナニ・ブラガンザ報道長官，病

気を理由に休職。ミルトン・アリンゴド次官

が代行（ 月 日に正式就任）。

日 中部ルソンにて比米合同軍事演習

（ 月 日）。

日 フェルナンドMMDA 議長，公共事

業道路長官職兼務を辞す。フロレンテ・ソリ

ケス次官が代行。

月

日 アロヨ大統領， SARS対策会議に参

加するためバンコク訪問。

月 日 北サンボアンガ州で国軍とMILF

の衝突。 人死亡。

日 最高裁， NAIA の建設と操業をめ

ぐる Piatco と政府の契約は無効と判決。

日 政府，MILF との予備交渉を延期。

日 最高裁，マニラ湾埋立地の開発をめ

ぐる公有地管理庁（PEA）とアマリ湾岸開発会

社の合弁契約を無効とする最終判決。

日 ヘスス・ドゥレサ対MILF 和平交渉

パネル代表辞任。エドアルド・エルミタ大統

領和平担当顧問がパネル代表を務める。

日 アロヨ大統領，MILF に対し 月

日までにテロ集団と関係を絶つよう要求（ア

ロヨ大統領， 月 日に期限を撤回）。

政府，国際刑事裁判所の管轄にアメリカ

国籍者を置かないことをアメリカ政府と合意。

日 アロヨ大統領訪米（ 日）。 日に

ジョージ・ブッシュ米大統領と会談。

日 MILF の爆破専門家ムクリス・ユノ

ス（ 年 月マニラ首都圏同時爆破事件実

行犯），カガヤン・デ・オロ市にて逮捕。

月 日 アロヨ大統領，韓国（ 日），日

本（ 日）訪問。

ヒラリオ・ダビデ最高裁長官を含む最高

裁判事 人に関し，ジョセフ・エストラーダ

前大統領が下院に弾劾告発。

政府，アジア債券基金に 億 を拠出す

ることに。

日 人のインドネシア人がジェネラ

ル・サントス市にて爆破物所持で逮捕。

日 ブラガンザ報道長官が大統領政治問

題顧問に。ホセ・マリア・ルフィノ政治問題

顧問は大統領政治問題連絡担当に。

日 レナト・カエタノ上院議員，死去。

月 日 ダンテ・ティンガ元下院議員，最

月

月

月

フィリピン



高裁判事に任命。

日 預金保険機構，ユナイテッド・ココ

ナツ・プランターズ銀行（UCPB）に 億

の金融支援を決定。

日 アロヨ大統領，アブドゥラ・マレー

シア副首相とマニラで会談。

日 サンディガンバヤン，エドワルド・

コファンコらが UCPB の買収資金としたコ

コナツ賦課金は政府のものであると判決。

日 ジョン・ハワード豪首相，マニラ訪

問（ 日）。

サラマト・ハシムMILF 議長，死去。

日 ファトゥール・アルゴジおよびアブ

サヤフのメンバーが国家警察本部から脱走。

上院憲法改正委員会， Constitutional

Convention 方式の憲法改正を求める決議可決。

日 国家送電会社，民営化にむけた競売

が不成立。 回目の競売（ 月 日）も同様。

最高裁，マルコス元大統領のスイス銀行

口座預金， 億 万 の所有権を政府に認

めるとの判決。 月 日に異議申立却下。

日 アメリカとの航空交渉決裂。 月

日より航空協定（ 年締結）が施行に。

日 国軍若手将校によるマカティ市での

ホテル籠城事件。アロヨ大統領は反乱状態を

宣言（布告 ， 月 日に解除）。

日 アロヨ大統領が議会にて施政方針演

説。

日 アロヨ大統領，マカティ市での国軍

反乱事件調査のため調査委員会を設置。 月

日に最終報告書提出。

日 ビクター・コルプス国軍情報部長，

辞任。 月 日から対民間関係局長に。

月 日 アロヨ大統領，議会に 年度予

算提出。総額 億 。

日 控訴裁，アーバン銀行閉鎖に関連し，

ラファエル・ブエナベントゥーラ総裁を含む

月

中央銀行幹部 名に職務停止命令。

日 ラクソン上院議員，アロヨ大統領の

夫ホセ・ミゲール・アロヨが選挙資金がらみ

の隠し口座を持っていると上院で主張。上院

での調査開始。

日 汚職取締運動の一環である生活様式

検査に抗議してアントニオ・ベルナルド関税

局長が辞意表明。大統領府は慰留。

日 アロヨ大統領，自動車税合理化法

（RA ），二重市民権法（RA ）に署名。

アンヘロ・レイエス国防長官，辞任。

月 日にエルミタ大統領和平政策顧問が国防

長官に任命。和平政策顧問にはテレシタ・デ

レスが就任。

月 日 アロヨ大統領，太平洋経済協力評

議会参加のためブルネイ訪問。

日 タクシン・タイ首相，フィリピン訪

問（ 日）。

日 アロヨ大統領，アメリカ，イタリア，

フランス歴訪（ 日）。ニューヨークでは国

連総会で演説（ 日）。

月 日 レイエス前国防長官，テロ担当特

別大使に任命。

日 ローレン・レガルダ上院議員，ラカ

スを離脱。

公務員向け融資の停滞に関しウィンスト

ン・ガルシア公務員保険機構理事長の責任問

題浮上。 月 日に辞任要求デモ。

日 テオフィスト・ギンゴナ副大統領，

ラカスを離脱。

日 アロヨ大統領， 年大統領選挙へ

の再出馬を宣言。

日 アロヨ大統領，議院内閣制への移行

支持。

アロヨ大統領， ASEAN首脳会議出席の

ためインドネシアのバリ訪問（ 日）。

日 サンディガンバヤン，エドワルド・

月

月

年 重要日誌



コファンコが所有権を主張するサンミゲール

社株の凍結を解除。

日 逃走中のアルゴジ，北コタバト州で

国家警察に射殺される。

最高裁，アーバン銀行の閉鎖に関連する

ブエナベントゥーラ中銀総裁と幹部らに対す

る刑事訴訟を棄却。 月 日に最終棄却。

日 アロヨ大統領， OIC 会議に参加す

るためマレーシア訪問（ 日）。 OIC への

オブザーバー加盟は却下される。

日 ソリケス公共事業道路長官，汚職疑

惑でサンディガンバヤンから 日間の停職命

令。

日 ブッシュ米大統領訪問。議会で演説。

日 アロヨ大統領， APEC 参加のため

バンコク訪問（ 日）。

日 ダビデ最高裁長官ら 人の最高裁判

事に対する弾劾告発，下院委員会で却下。

日 年司法給与法（RA ）にアロ

ヨ大統領署名。

ダビデ最高裁長官に対する新しい弾劾告

発がギルベルト・テオドロ，フェリックス・

ウイリアム・フエンテベリャ両議員により下

院に提起。下院議員総数の 分の 以上署名。

日 フィリピン，国連安保理非常任理事

国に選出される。

月 日 政府，総額 億 の資金援助を受

けることに。セブでの支援国会合で。

日 最高裁，ダビデ最高裁長官に対する

弾劾告発が違憲であると判断。下院はこれを

受け弾劾告発を取り下げ。

日 証券取引所社長にカエタノ・パデラ

ンガ・フィリピン大学経済学部教授が選任。

日 ケソン地裁，マイニラッド水道会社

（MWSI）の債務返済猶予を認める。再生に向

けて管財人を指名。

日 下院， 年選挙集計の部分的な自

月

動化を承認。

日 補正予算を下院が最終読会で可決。

日 ハイメ・シン枢機卿，マニラ大司教

を引退。後任には，グアデンショ・ロサレス

大司教。

ホセ・イシドロ・カマチョ財務長官，辞

任。フアニタ・アマトン次官が長官代行（

月に正式就任）。

日 フェルナンド・ポー , Jr .，大統領選

出馬表明。

日 ロドルフォ・ビアゾン上院議員，

LDP を離党。

日 フランクリン・ドリロン上院議長，

自由党入党。

月 日 アブサヤフ指導者の一人ガリブ・

アンダン（ロボット司令官），逮捕。

日 マニュエル・ロハス 世商工長官，

上院選出馬のため辞任。後任にセサール・プ

リシマ SGV 会長が任命（ 月 日）。

日 アロヨ大統領，日本 ASEANサミッ

ト参加のため訪日（ 日）。小泉首相と日比

経済連携協定の政府間公式交渉を来年から始

めることで合意。

日 ブラス・オプレ外務長官，死去。後

任にデリア・アルベルト次官が昇格（ 月

日）。

アロヨ大統領，香港，バーレーン訪問

（ 日）。

日 証券取引所，株式を公開へ。

日 下院， 年度予算を最終読会で可

決。

日 南レイテ州などで土砂崩れ災害。

人を超える死者。

シメオン・ダトゥマノン司法長官，下院

選出馬のため辞任。

日 サンディガンバヤン，病気治療のた

めエストラーダ前大統領の訪米を許可。

月

フィリピン



参考資料参考資料 フィリピン 年フィリピン 年

国家機構図（ 年 月 日現在）

大統領 Glor ia Macapagal Arroyo

副大統領 Teofisto T. Guingona, Jr .

大統領府

官房長官 Alber to Romulo

大統領首席補佐官 Rigober to Tiglao

大統領スポークスマン Ignacio R. Bunye

大統領秘書室長 Silvestre C. Afable, Jr .

大統領安全保障顧問 Roilo Golez

大統領和平政策顧問 Teresita Q. Deles

大統領首席法律顧問 Avelino J. Cruz

大統領立法連絡担当 Gabr iel S. Claudio

政府主要人名簿（ 年 月末）

〔立法〕� 〔行政〕� 〔司法〕�

大統領府�

上院�
下院�

大　統　領�
�

副大統領�

国家安全保障会議�
大統領秘書局�

事務局（官房長官）�
大統領特別顧問・補佐官�

報道長官事務局�

その他の行政機関�
大統領行政規律委員会�

最高裁判所�

控訴裁判所�
サンディガンバヤン�

地域裁判所�
税控訴裁判所�

シャリア地区裁判所�

都市圏裁判所�
ミュニシパル裁判所�

ミュニシパル巡回裁判所�
シャリア巡回裁判所�

人権委員会�

オンブズマン�

国家経済開発庁�

運輸通信省�

公共事業道路省�

エネルギー省�

社会福祉開発省�

保健省�

労働雇用省�

教育省�

科学技術省�

農地改革省�

農業省�

環境天然資源省�

観光省�

商工省�

司法省�
出入国管理局�
国家捜査局�
検察局�内国歳入局�

関税局�
財務局�
証券取引委員会�

外務省�

財務省�

予算行政管理省�

内務自治省�

国防省�

フィリピン国家警察�

フィリピン国軍�

（注） 各省には主要部局のみ記す。



大統領住宅問題顧問 Michael T. Defensor

大統領政治問題顧問 Hernani Braganza

大統領政治問題連絡担当 Jose Mar ia Rufino

国際競争担当顧問（イラク復興タスクフォー

ス代表） Rober to Romulo

大統領行政規律委員会委員長 Haydee Yorac

報道長官 Milton Alingod

マニラ首都圏開発庁議長 Bayani Fernando

各省長官

外務長官 Delia Alber t

財務長官 Juanita Amatong

予算行政管理長官 Emilia T. Boncodin

内務自治長官 Jose D. Lina, Jr .

国防長官 Eduardo Ermita

司法長官

Simeon Datumanog（ 月 日辞任）

農地改革長官 Rober to M. Pagdanganan

農業長官 Luis Lorenzo, Jr .

環境天然資源長官 Elisea Gozon

観光長官 Richard Gordon

商工長官 Cesar A. V. Pur isima

運輸通信長官 Leandro R. Mendoza

公共事業道路長官代行 Florante Sor iquez

エネルギー長官 Vincent S. Perez

社会福祉長官 Corazon Juliano N. Soliman

保健長官 Manuel M. Dayr it

労働雇用長官 Patr icia Sto. Tomas

教育長官 Edilber to C. de Jesus

科学技術長官 Estrella Fagela Alabastro

国家経済開発庁長官 Romulo L. Ner i

その他主要政府機関ポスト

国軍参謀総長 Narciso Abaya

国家警察長官 Hermogenes Edejer Ebdane, Jr .

国家捜査局長 Reynaldo Wycoco

中央銀行総裁 Rafael B. Buenaventura

オンブズマン Simeon Marcelo

人権委員会委員長

Purificacion C. Valera Quisumbing

証券取引委員会委員長 Lilia R. Bautista

大統領汚職取締委員会委員長 Dario C. Rama

検事総長 Alfredo Benipayo

スービック湾都市圏公団総裁

Felicito Payumo

憲法規定委員会

公務員委員会委員長 Karina C. David

選挙委員会委員長 Benjamin S. Abalos, Sr .

会計検査委員会委員長 Guillermo N. Carague

議 会

上院議長 Franklin M. Dr ilon

副議長 Juan M. Flavier

与党院内総務 Loren Legarda Leviste

野党院内総務 Vicente C. Sotto

下院議長 Jose de Venecia, Jr .

副議長（ 人） Emilio R. Espinosa, Jr .

Raul M. Gonzales

Gerry A. Salapuddin

多数派院内総務 Neptali M. Gonzales

少数派院内総務 Carlos M. Padilla

司 法

最高裁判所長官 Hilar io G. Davide, Jr .

サンディガンバヤン長官

Minita V. Chico Nazar io

フィリピン



地方政府制度（ 年 月 日現在）

マニラ首都圏�

ムスリム・ミンダナオ自治地域�

市� 町�

バランガイ� バランガイ�バランガイ�

州� 高度都市化市・独立市�

バランガイ長�
バランガイ議会�

バランガイ長�
バランガイ議会�

バランガイ長�
バランガイ議会�

大統領�

知事・副知事�
州議会�

市長・副市長�
市議会�

市長・副市長�
市議会�

町長・副町長�
町議会�

中 央 省 庁 �

地域事務所�

12市・5町で構成�

1市・5州で構成�

（注）マニラ首都圏の各市町は独立しており，マニラ首都圏開発庁は各地方政府首長が参加する中央
政府の機関。ムスリム・ミンダナオ自治地域政府は自治政府であり，地方政府の一形態。�

年 参考資料



主要統計主要統計 フィリピン 年フィリピン 年

基礎統計

人 口（ 万人）
労働力人口（ 万人）
消費者物価上昇率（％）
失 業 率（％）
為 替 レ ー ト（ ドル ペソ）

（注） 人口は 年国勢調査を基にした中位推計値。失業率は各年 月時点のもの。
（出所） National Statistical Coordination Board（NSCB）, National Statitstics Office（NSO）, Bangko

Sentral ng Pilipinas（BSP）.

支出別国民総生産（名目価格） （単位 万ペソ）

（注） GDP 成長率は実質。 以降，統計の定義が多少変わったため，それ以前のものと比べる時
は注意を要する。

（出所） NSCB.

産業別国内総生産（実質 年価格） （単位 万ペソ）

（注） 以降，統計の定義が多少変わったため，それ以前のものと比べる時は注意を要する。
（出所） 表 に同じ。

消 費 支 出
政 府
民 間
総 資 本 形 成
固 定 資 本
在 庫 増 減
財・サービス輸出
財・サービス輸入
統 計 不 突 合
国内総生産（GDP）
GDP 成 長 率（％）
海 外 純 要 素 所 得
国民総生産（GNP）

農業・漁業・林業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電気・ガス・水道
運輸・通信・倉庫
商 業
金 融
不 動 産 な ど
民 間 サ ー ビ ス
行 政 サ ー ビ ス
国内総生産（GDP）



年 主要統計

国際収支 （単位 万ドル）

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
％ ％ ％ ％ ％ ％

アメリカ
日 本
中 国
韓 国
香 港
台 湾
オーストラリア
A S E A N
インドネシア
マレーシア
シンガポール
タ イ

ヨーロッパ
そ の 他
合 計

国・地域別貿易 （単位 万ドル）

（注） ASEANは カ国以外にブルネイ，カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナムを含む。
（出所） NSCB ; NSO.

経 常 収 支
貿易 サービス収支
貿 易 収 支
輸 出
輸 入
サービス収支
所 得 収 支
移 転 収 支
資 本 収 支
投 資 収 支
直 接 投 資
証 券 投 資
そ の 他 投 資
その他資本収支
誤 差 脱 漏
総 合 収 支

（注） は暫定値。
（出所） BSP.
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